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はじめに

　本稿は，「核兵器とアメリカ経済」の関係を問う ，筆者の一違の研究の産物である。核爆弾の

開発と製造，核爆弾の発射基地としての潜水艦については，すでに本誌所載の前稿で検討した 。

そこで，ここでは，核爆弾の運搬手段の開発と製造のプロセスを究明することにしたい 。

　航空宇宙　通信　電子複合体の形成

　核爆弾の発射基地（プラ ットフォーム）の開発に海軍が全力をあげたとすれば，核爆弾の運搬手

段の開発は，空軍の独壇場となっ た。 ミサイルと人工衛星の時代になっ てくると ，いかに核爆弾

を長い距離，運搬するか，いかに敵に捕捉されないように速いスピードで，かつ正確に飛ばすか
が， 核戦略のカギとなっ てきたのである 。

　核爆弾の運搬手段を製造するために政府の力で生み出されたのが，航空宇宙産業，通信産業 ，

電子産業である。じっさい新鋭航空機やミサイル，宇宙船の製造のためには，大量の部品　　通

信機器とか電子機器とかいっ た部品が必要となる（たとえば，航空機のばあい，製造 コストの１３～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）２０％，ミサイルのばあい５０％が電子部品の調達費だといわれている）。 したがって航空宇宙メーカーの

多くは，傘下に通信部門や電子部門をもつか，あるいは通信機器，電子機器を外部の企業に発注
し， 調達しようとした。その結果，航空宇宙，通信機器，電子部品といっ た産業が，じゅずつな

ぎのような形で生み出された 。

　表 一１は，軍需産業従事者のなかで，航空宇宙，ラジオ ・テレビ ・通信機器，電子部品 ・付属

品産業の分野で働く人の数の変化を示したものである。これによると，第１に，これら３産業が，

軍需産業の中核に浮上してくるとともに，その従事者は，１９５０年の２８ ．３万人から６０年の１３９ ．９万

人， そして７０年の１７３．１万人に激増したことがわかる。第２にその内訳をみると ，航空宇宙分野

で働く人の数は１９５０年代に急増したが，６０年代には，増加スピードは鈍ってきたこと ，他方，通

信機器産業と電子機器産業に働く軍需労働者のほうは，６０年代に激増したことがわかる。航空機

や人工衛星は，電子 ・通信機器のかたまりになっ てきたのである。その結果，これら３産業に従

事する軍需労働者のなかで，通信 ・電子産業従事者の相対的位置が高まっ た。 すなわち，通信 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）電子産業従事者は，１９６０年には全体の３７％であったが，６５年には４５％，６９年には４６％を占めた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４８）
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　　　　　　　　表 一１軍需労働者数 （１０００人）

１２５

航空宇宙産業
ラジオ ・テレビ ・ 電子部品 ・

通信機器産業 付属品産業
合　計

１９５０年 ２８３

・ 一
２８３

５５年 ７６１

■ ・
７６１

６０年 ８７６ ２８９ ２３４ １， ３９９

６５年 ７７９ ３２４ ３０７ １， ４１０

６９年 ９２８ ４０９ ３９４ １， ７３１

　　　　（出所）ＧｒｅｇｏｒｙＨｏｏｋ ｓ， 亙ｏ砥加ｇエ加〃〃伽ぴ１〃〃５炉〃Ｃｏ刎〃倣，１９９１，ｐｐ．２５８－２５９より作成 。

　冷戦に打ち勝つために，国家によっ て創出されたこれら一連の産業群を，軍事経済学者アン ・

マークセンは「航空宇宙　通信　電子複合体」（Ａ。。ｏ．ｐ。。。 Ｃｏｍｍｕｍ。。ｔ．ｏｎ Ｅｌ。。ｔ。。。ｎ。。。 Ｃ．ｍｐ１．ｘ，略

してＡＣＥ複合体）と命名している。彼女によれば，ＡＣＥ複合体は，１９６５年の時点で，すでに全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
米の製造業の生産額の２０％，個人所得の１０％を占める巨大な複合体に成長していた 。

　国家資金による助成

　ＡＣＥ複合体は，連邦政府が負担した莫大な研究開発（Ｒｅ．ｅａ．ｃｈ＆Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅ叱Ｒ＆Ｄ）支出の

まさに「落とし子」であ った 。

　まず表 一２を見ていただきたい。米国の軍事研究開発支出が，いかに巨大であり ，国際的にも

飛び抜けているかが，一目瞭然である。米国の軍事研究開発支出は，１９８８年の時点で４３０億ドル

に達し，西側９ケ国の合計額（１０２億ドル）の４倍に達している。日本は，わずか米国の１％の４

億ドル，西ドイツは米国の２．５％の１１億ドルにすぎない。その結果，逆に日本 ・西ドイツの民需

関連の研究開発支出（ＧＤＰ比）は２ ．６％，２ ．７％とな っており ，米国の１ ．９％を１％近く上まわ っ

ている。後論との関係で興味深い事実である 。

　１９９０年度の米国の研究開発支出の総額は，１ ，４５０億ドルであ った。このうち軍事に関連する部

分は，どの程度の割合であ ったのか。同年度の連邦予算で認められた国防総省の研究開発支出額

は３８５億ドル，エネルギー省の研究開発支出額は３１億ドル，民間部門（企業 ・大学など）が独自に

行っ た「軍事研究開発支出」で連邦が後に払い戻した額が４４億トルであ った。合計すると４６０億

表一２研究開発支出額の国別比較，１９８８年

　　　　　　　　　　　　（ＯＥＣＤの購買力平価で換算。単位 ：１Ｏ億ドル）

国　別 研究開発支出総額 うち軍事研究開発分
研究開発支出額の 非軍事研究開発支出
ＧＤＰ比（％） 額のＧＤＰ比（％）

米　　　　国
１３３ ．７ ４３ ．Ｏ ２． ７ １． ９

日　　　　本
４７ ．Ｏ Ｏ． ４ ２． ６ ２． ６

西　ド　イ　ツ
２４ ．６ １． １ ２． ８ ２． ７

フ　ラ　ン　ス
！７ ．５ ３． ９ ２． ３ １． ８

英　　　　国
１７ ．Ｏ ３． ３ ２． ２ １． ８

イ　タ　リ　 ー
９． １ Ｏ． ６ １． ２ １． １

カ　　ナ　　ダ
６． ４ Ｏ． ３ １． ４ １． ３

オ　ラ　ン　ダ
４． ３ Ｏ． １ ２． ３ ２． ２

スウエー デン
３． ６ Ｏ． ４ ２． ９ ２． ６

ス　　イ　　ス
３． ２ Ｏ． １ ２． ９ ２． ９

米国を除く９ヶ国計
１３２ ．９ １０ ．２ ２． ３ ２． １

（出所）Ｊｏｈｎ Ａ． Ａ１ｉｃｅｔａ１，Ｂ〃ｏ〃３加〃ｏか洲Ｚ伽ぴ伽６Ｃｏ閉舳肌〃Ｔ６６加ｏＺｏ妙３～〃ｏ Ｃ乃伽９〃９肌０７〃，

　　１９９２，ｐ．８９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４９）
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ドルとなる。そのほかに民問の軍需企業が自己負担した軍事研究開発費が５５億ドル程度，さらに

航空宇宙局（ＮＡＳＡ）の宇宙関連の研究開発支出７１億ドルを加えると ，総計で５８６億ドルとなる 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
したがって研究開発支出総額のうち軍事宇宙関連部分の占める比率は，４０％程度となる 。

　この比率は，過去にはもっと高かった。図 一１が示すように，全米の研究開発支出総額の半分

以上を連邦政府が担ってきたが，その連邦支出部分の２／３以上は，軍事 ・宇宙開発関係にふり

むけられた。これに民問部門が負担した部分も加えると ，全米の研究開発支出に占める軍事 ・宇

宙関連の比重は，１９６０年には６０％程度，７０年になっ ても５０％を越えていたと推定しても ，大きな
　　　　　　　　　　５）
誤りはないと思われる 。

図一１米国の研究開発総額の用途別内訳（１９６０～８３年）

（１００
％
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連邦政府外
支出

連邦政府
支出

　　　　　　　　　　　　　１９６０　　１９６５　　１９７０　　１９７５　　１９８０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　（出所）Ｒｏｂｅｒｔ　Ｗ．ＤｅＧｒａｓｓｅ，拙訳『アメリカ経済と軍拡』１９８７，ｐ．７１。

　それでは，連邦政府の研究開発資金は，どのような軍需産業（製造業）に配分されたのだろう

か。 表一３を見ていただきたい 。

　１９９０年度に全米の製造業に配分された連邦の研究開発資金は総額２８３億ドルであ った（そのうち

８５％が，国防総省資金）。 そのうち航空宇宙産業には，総額の６１４％にあたる１７４億ドルが投入され ，

電子機器 ・通信産業には，総額の２１ ．６％にあたる６１億ドルが配分された。連邦の研究開発資金の

実に８３ ．Ｏ％が，ＡＣＥ複合体に投入されたわけである。その結果，航空宇宙産業全体が支出した

表一３　連邦研究開発資金の産業別の配分（製造業，１９９０年） （億ドル）

産　　業
萎窒研喬開発１その配分比率・ 産業界自弁の 研究開発資金

研究開発資金 総額（ｂ）
（・）／（ｂ）％

航　　空　　宇　　宙 １７４ 　１　 ６１ ．４ ６９ ２４３ ７２

電子機器 ・　通信 ６１　　１　　２１ ．６ １０１ １６２ ３８

機　　　　　械
１９ 　１　　 ６． ７ １３１ １５０ １３

自動車 ・部品その他輸送機器 １５　　１　　　５ ．３ ９４ １０９ １４

化　　　　　学 ２　１　 ０． ７ １０５ １０７ ２

専門的科学的機器 ７　　１　　　２ ．５ ３６ ４２ １６

石　　　　　油 ０　１　　 ０ １９ １９ １

食　料　　・ 　飲　料 ０　　１　　　０ １５ １５ ０

ゴ　　ム　　製　　品 ３　１　　 １． １ １１ １４ ２３

組　　立　　金　　属 １　　１　　０
．４ １１ １２ １０

そ　　　の　　　他 １　１　 ０． ４ ４０ ４１ ２

製　　造　　業　　計 ２８３ 　１　 １００ ．Ｏ ６３０ ９１４ ３１

（出所）Ｊｏｈｎ Ａ． Ａｌｉｃ　ｅｔａ１．１９９２，Ｐ．１０８

（７５０）
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研究開発費用総額の７２％，電子機器 ・通信産業のばあいは，研究開発費用の３８％を，連邦政府が

負担したのである 。１９９０年の時点になっ ても ，ＡＣＥ産業，とくに完成兵器たる航空宇宙機器の

技術開発は，連邦政府のまる抱え体制のもとで進んでいることがわかる 。

　連邦政府の手厚い「産業助成政策」のおかけで，これらの産業は強力な輸出産業に成長した 。

たとえは１９６８年のテータによると ，航空宇宙産業の輸出額は２９９４億トル，輸入額は３３３億トル

で， さしひき２６．６１億ドルの黒字（その多くは外国の軍隊向け）を記録した。電子産業でも ，輸出額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
１５ ．５７億ドル，輸入額６ ．８２億ドルで，さしひき８．７５億ドルの黒字となっ た。

　ＡＣＥ複合体を産みだす土台となっ たのは，すでに見たように核爆弾　　原子力産業である 。

ただし，民需産業への応用可能性という点からみると ，両者の問には相当の違いが生まれた。な

ぜならＡＣＥ複合体のはあい，　　とりわけ部品産業たる通信 ・電子機器分野のはあいは，核兵

器システムの周辺部分や基盤部分に位置することが多い。そのため，原子力産業のばあいよりも ，

汎用性 ・軍民両用性に富む技術を生み出すことができた。その結果，通信 ・電子機器の分野を中

心に，相当な規模の民需（商業）部門をスピン ・オフする（生み落とす）ことに成功した 。１９８５年

時点でみると航空機産出額の２１％，コミュニケーシ ョン機器の３５～４０％，電子機器の６５～７０％が ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
民需（商業）部門の販路を開拓するにいた ったと推定されている 。

　以下，ＡＣＥ複合体形成のプロセスを解説するとともに，軍民の問を分かつ「分離の壁」の低

い領域では民需向けの市場が大きく成長し，その結果，軍需部門が逆に封じ込められていく経緯

もあわせて説明していく 。

２． 航空機産業の発展

　国家による設備拡張，金融支援

　航空機は，第２次大戦の死命を決する「戦略兵器」であ った。航空機産業の生産能力の大増強

が， 国家的な至上命令となっ た。 当時のデータによると ，１９４０～４５年の問に設備拡張のために総

額３８．９４億ドルの資金（工場建物などの構造物に１５ ．５６億ドル，機械などの設備に２３．３８億ドル）が投入さ

れた。投入資金のうち３４ ．７３億ドルは，連邦政府が負担した。つまり総額の８９ ．２％を連邦政府が

負担したのであり ，民間部門が自らファイナンスしたのは，全体の１１％にすぎなかった。その結

果， 終戦の時点で航空機 ・航空機エンジンの生産工場 ・設備総額の７１％は，連邦政府の復興金融
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
公社（Ｒｅｃｏｎｓ位ｕｃｔ１ｏｎＦｍａｎｃｅ　Ｃｏ・ｐｏ・・ｔ１ｏｎ）の所有下にあ った 。

　朝鮮戦争軍拡の１９５０～５５年の問に，航空機産業の生産能力の増強のために総額３５ ．２８億ドルの

資金が新たに投じられたが，その６５．９％は連邦政府が負担したものであ った。とくに生産設備拡

張支出に向けられた２４ ．８３億ドルのうち ，８２．３％を連邦政府が支出した。その結果，１９５２～５６年

の問でも ，航空機産業の工場 ・生産設備総額の６３％は，国防総省の所有下にあ った。１９５０年代後

半になると ，民問の航空機メーカーが相当規模の生産投資を行うようになっ たとはいえ，なお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
１９６１年になっ ても ，工場 ・生産設備の過半は国防総省によっ て支配されていた 。

　研究開発資金の提供の点でも ，連邦政府は決定的な役割をはたした。表 一４を見ていただきた

い。 航空宇宙産業は，１９５３年には全米の研究開発支出総額の２０．９％を吸収していたが，５６年には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５１）
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表一４航空宇宙産業の研究開発支出 （１００万ドル）

全米の研究開発
航空宇宙産業

年 うち連邦政府の
支出総額 負担額 研究開発支出額 うち連邦政府の

（ａ） （ｂ）

負担比率　％
（ｂ）／（・）％

１９５３ ３， ６３０ １， ４３０ ７５８ ８４ ．４ ２０ ．９

１９５６ ６， ５９８ ３， ３２８ ２， ０７８ ８７ ．２ ３１ ．５

１９５８ ８， ３６３ ４， ７５９ ２， ６６２ ８５ ．５ ３１ ．８

１９６０ １０ ，５０７ ６， １２５ ３， ６３１ ８７ ．６ ３４ ．６

１９６２ １１ ，５６０ ６， ７２９ ４， １９９ ９０ ．２ ３６ ．３

（出所）Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｈｏｏｋ，Ｔｈｅ　Ｄａｎｇｅｒ　ｏｆ　ａｎ　Ａｕｔａｒｋｌｃ　Ｐｅｎｔａｇｏｎ，舳Ｇｒｅｇｇ　Ｂ　Ｗ
ａｌｋｅｒ　ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），冊 ３

　　〃〃伽ぴ１・伽炉〃Ｃ・妙Ｚ伽，１９９２，Ｐ．１５６

３１ ．５％，６２年には３６．３％を吸収するようになっ た。 全米のハイテク産業の中軸に躍進したのであ

る。 莫大な研究開発資金のほとんどを提供したのが，連邦政府であ った。すなわち１９５３年には総

額の８４ ．４％，５６年には総額の８７ ．２％，６２年には総額の実に９０．２％を連邦政府が提供した。航空機

産業が宇宙産業の方向へ展開していくなかで，連邦政府の負担割合は，いっ そう上昇したのであ

る。

　政府は，安定した市場も提供してくれた。１９５０年代 ・６０年代をとおして，航空宇宙産業の販売

額の８０％近くが政府向けであ った。そのおかげで，この産業は，後述するコンピュータ ・ソフト

産業などと並ぶ，最強の輸出産業に成長した。６０年代の米国の貿易黒字の２０～３０％は，航空宇宙
　　　　　　　　　　　　　　１０）
産業が稼ぎだしたものといわれる 。

　核戦争下の軍用航空機の特質

　１９５０年代，核攻撃体制の基軸を担ったのが，戦略空軍の擁する爆撃機編隊であ った。第２次大

戦末期に日本への戦略爆撃を指揮したカーティス ・ルメイ将軍は，戦略空軍司令部（ＳＡＣ）を率

いてソ連にたいする核攻撃計画を立案した。１９５０年代半ばに立てられた計画は，７５０発の核爆弾

をもちいて，ソ連各地を同時攻撃するというものであ った。この攻撃が行われるならば「２時間

以内にロシア全土は，灰燈くすぶる放射能の荒野に化しているであろう」と ，米軍資料は，語 っ
　　１１）

ていた 。

　この計画にもとづいて，大量の戦略爆撃機が建造されることになっ た。 その数は，１９５１年末に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
は６８８機であ ったが，５９年には３ ，０００機に激増した。そのほかにも ，さまざまな新鋭軍用機が，開

発・ 製造された 。

　ところで核戦争を戦い勝利するという使命をもっ た航空機には，どのような性能が要求された

のだろうか 。

　イキリスの軍事経済学者メアリ ・カルドーは，つきのように語っている。すなわち，ヒロシ

マ・ ナカサキの被爆者たちがかいま見たように，核戦争下の世界というのは，極めて異常な，い

わば太陽の中心部でのみ見られるようなエキゾチ ックな世界である。このような環境のもとでも

作動し，核戦争の勝利に貢献するために，航空機には異常な性能が求められる。しかも ，地下以

外の核実験が禁止されたので，全面核戦争の下ではいっ たい何が起こるかを検証する術は，大き

く制約された。そこから，たえず恐怖の幻想にとらわれ，敵の戦力を過大評価し，航空機に必要

以上の性能を要求する傾向に拍車がかかる。航空機メーカーの方は，このような状況を逆手にと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５２）



　　　　　　　　　冷戦期米国における航空宇宙一通信一電子複合体の展開（１）（藤岡）　　　　　　　　１２９

って，必要以上に「高性能」の後継機種を考案したり ，疑問の多い兵器の売りこみを図ることに

なる。実地に検証しがたい「恐怖と幻想」の世界は，個々の軍需資本にとっ ては，甘い利得の源

泉となる 。

　核戦争を闘える「万能機」とは，いかなるものか。一例をあげると ，１９７０年代の空軍 ・海軍の

主力戦闘機と目されたＦ－１１１戦闘機には，¢長距離の航続能力，　超高速，　低空飛行，　短

い滑走距離といっ た， 矛盾しあう性能が要求された。その結果，製造コストは暴騰するが，との

性能も中途半端な「現代の恐竜」のようにグロテスクな航空機が生まれることになっ た。 核戦争

というクロテスクで異常な戦場の想定　　これが，戦略のファシーさを高め，「軍産複合体」の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
「暗躍の自由」を拡大しているというのが，彼女の結論である 。

　戦略爆撃機の政治力学

　１９５０年代後半になると ，ミサイル革命が進みはじめた。ミサイル革命のもとでも戦略爆撃機の

開発を続けることは，合理的か，どうか。この点をめぐっ て， 米国政界をまきこんで３０年以上も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
大騒動が演じられた。ピューリッッァ 賞を受賞した気鋭のジャーナリストの調査結果にもとづい

て， そのアウトラインを描いてみよう 。

　１９５７年に軍部，とくに戦略空軍は，対ソ核優位を確立するために超音速の次世代の戦略爆撃機

（Ｂ－７０）２５０機の開発構想をぶちあげた。その総帥が，戦略空軍を創設し，司令官を務めていたカ

ーチス ・ルメイ将軍であ った。大戦中に４万機を超える軍用機を生産した実績をもつノース ・ア

メリカン社が開発予定企業となっ た。

　これにたいして，時の大統領Ｄ．アイゼンハワーは，ミサイル時代には，爆撃機はすでに時代

遅れとなっ ており ，軍事支出を抑制するうえでも ，大陸問弾道ミサイルを主軸にした安価で効率

的な核戦略をとるべきだと考えた。アイゼンハワーは，５９年末にＢ－７０計画の中止を命令した 。

こうしてミサイル時代における戦略爆撃機の役割をめぐっ て， 大統領とルメイら戦略空軍とが ，
　　　　　　　　　１５）
対立することになっ た。

　戦略空軍とノースアメリカン社とが組んで，アイゼンハワーの追い落とし作戦が展開された 。

１９６０年７月に公にされた民主党の大統領選挙綱領は，「ミサイルギャッ プ」を放置しているとし

て「ソ連に弱腰」なアイゼンハワー政権をきびしく批判した。大統領侯補のＪ．Ｆ．ケネディは ，

Ｂ－７０計画の復活を公約することで，軍需産業地帯の住民の支持を集めようとした 。

　６１年ケネティ政権が成止し，国防長官にはフォート自動車の社長だ ったロハート ・マクナマラ

が任命された。マクナマラは国防戦略を再検討した結果，核爆弾の運搬手段としては大陸聞弾道

ミサイルのほうが，合理的であるというアイゼンハワー同様の結論に達し，Ｂ－７０計画の中止を

大統領に進言した。ケネディは，この進言を受け入れ，Ｂ－７０の開発計画は原型機のレベルに凍

結するという方針に転換した。こうして６１年に統合参謀本部議長に就任していたルメイとマクナ
　　　　　　　　　　　　　　１６）
マラとが，対立する事態になっ た。

　６１年夏，空軍はＢ－７０をＲＳ（Ｒ。。ｏｍ．１。。。ｎ。。 Ｓｔｎｋ。， 偵察攻撃機）一７０と改称することで，活路を

開こうとした。ミサイル攻撃からもれた敵の標的を有人機で再攻撃するというのが，戦略爆撃機

の新たな任務とされた。ミサイル攻撃の補助手段として位置づけたわけである。しかし結局のと

ころケネディ政権は，運搬手段としては大陸間弾道ミサイルを選好する方針を変えなかった。ミ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５３）



　１３０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

ニットマンミサイル９５０発の新規配備を理由に，ＲＳ－７０計画の要求を退けたのである 。

　カリフォルニアを中心とする航空機業界は，６７～６８年頃は，ベトナム戦争後の不況の波に呑み

こまれつつあ った。６７年にノースアメリカン社が，ロッ クウェ ル社に合併されたのも ，そのため

であ った。６８年の大統領選挙にさいして，不況打開の切り札として戦略爆撃機計画（こんとは

Ｂ－１と改称された）の復活キャンペーンが展開された。航空機業界はロッ クウェ ル杜を先頭に，共

和党のＲ．ニクソン侯補の当選のために全力をあげた 。

　当選したニクソン大統領は，さっ そく２４０機のＢ－１爆撃機の建造計画を承認した。７０年６月に

はロソ クウェ ル社が元請け企業となることが決まり ，カリフォルニアのパームテイルエ場で建造
　　　　　　　　１７）
されることになっ た。

　ところがこの時期は，ベトナム戦争の反省から，米国内で反戦運動が高まっ ていたときであ っ
た。 Ｂ－１建造への反対運動が盛りあがり ，議会内でもＢ－１不要論が台頭してきた。ウォーター

ゲイト事件で７４年８月にニクソンが辞任したが，このことも ，Ｂ－１反対派を勢いづかせた。これ

にたいして，ロッ クウェ ル社を先頭に，航空機業界は必死のまきかえしを行った。その際の重要

な論拠となっ たのが，雇用問題である 。「Ｂ－１への１５０億ドルの支出によっ て， 航空機産業に６ ．９

万人の雇用，関連業界に１２．３万人の雇用をもたらす」というのが，「殺し文句」であ った。ロッ

クウェル社の代理人は，「あなたの選挙区内の関連工場に下請け仕事を回すから」という交換条

件をつけて，Ｂ－１計画を支持するように議員に説いてまわ った。全米自動車労組や国際機械工組

合などの組合も，雇用確保の観点から必死の議員工作を展開した。その結果，１９７５年の議会は ，

Ｂ－１反対派の敗北で終わ った 。

　しかしこの間に，Ｂ－１建造に反対する草の根の運動が全米に広がっていっ た。 Ｂ－１のエンジン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
を製作するＧＥ社の電気製品をボイコットしようという運動も全国に広がった 。

　このような議会外の運動に励まされるかたちて，Ｂ－１反対派の議員が再び結束した。７６年５月

に「次期大統領が決まる７７年まで，Ｂ－１建造計画を凍結する」という動議が上院で僅差で可決さ

れた 。

　７６年秋の大統領選挙では民主党のＪ．カーター侯補が勝利した。７７年６月カーター大統領は ，

Ｂ－１建造計画の中止を決定した。Ｂ－１は余りに高価であり ，その任務は巡航ミサイルの開発で十

分に代替できるというのが，その理由であ った。アイゼンハワー ケネティに次いで，戦略爆撃

機の次世代構想は，３たび挫折したわけである 。

　しかしＢ－１推進派は，諦めなか った。その後はカーター追い落としの秘密作戦を展開し，共

和党のＲ．レーガン陣営の選挙綱領に「ソ連領土貫通型の有人戦略爆撃機建造の推進」の条項を

盛りこませることに成功した。８０年秋の大統領選挙でレーカンを当選させるため，カリフォルニ

アの航空機産業は再び結束した 。

　８１年１月レーガン新政権が誕生した。さっ そくロッ クウェ ル社は次世代戦略爆撃機をＢ－１Ｂ

と改称して，レーガン政権に売りこんだ。８１年１０月にレーガン大統領は，１００機のＢ－１Ｂの建造 ，

およぴステルス性に優れたといわれる次世代戦略爆撃機（Ｂ－２）１３２機の建造計画にコーサインを

出した。この決定は，政権内の異論　　とくにソ運領内を貫通するＢ－１Ｂの能力に不安がある

というワインバ ー一 ガー国防長官の異論を押さえこんだ異例のものであ った 。

　その結末はいかなるものとなっ たか。１００機のＢ－１Ｂ建造のために，２８５億ドルの巨費が投じ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５４）



　　　　　　　　　冷戦期米国における航空宇宙一通信一電子複合体の展開（１）（藤岡）　　　　　　　１３１

られ，１９８２～８８年の問に平均４万人を雇用するかたちで，建造が進んだ。８６年の秋には１番機が

完成し，試験飛行が始まっ た。 しかしＢ－１Ｂは，効能書きどおりの性能をもたないこと ，ワイ

ンバーガー国防長官が懸念したとおり ，ソ連の防空網を突破する力に乏しく ，敵の攻撃を回避す

る電子装置にも欠陥があることが判明した。核ミサイルの時代に，核爆弾の運搬手段として航空

機を使うことは，時代遅れだとしたアイゼンハワー以来の懸念の正しさが，あらためて実証され
　　　　　１９）
たわけである 。

　航空機という在来型技術の基盤のうえで，万能的性能が要求されたために，製造コストだけは

暴騰した。１９６９年当時，Ｂ－１爆撃機の１機あたり価格は，３ ，５７０万ドルと見積もられていた。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
れが８１年には２億ドルにはねあがり ，８７年には２ ．７億ドルとなっ た。

　次世代のＢ－２ステルス爆撃機のばあい，開発費用もふくめて１機あたり価格は，２３億ドルに
　　　　　　　　　　　　２１）
上昇すると見積もられている 。

　空中給油機の民需転換

　軍事目的で開発された航空機技術であ っても ，核戦略にみあ った特殊な性能や仕様を要求され

ないはあいには，民需航空機の開発に役立てることが比較的容易であ った。空中給油機のはあい

がそうである 。

　１９５０年代になると ，戦略核爆撃に向かうジェット爆撃機編隊に空中給油するには，旧式のプロ

ペラ推進のＫＣ－９７空中給油機では遅すぎて，役に立たなくなっ た。 ジェット推進の空中給油機

の開発が必要となっ た。

　その仕事を受注したボーイング社は，５４年７月に４基のジェットエンジンを装備した最初の空

中給油機（Ｄ。。ｈ－８０）の試作に成功する。そしてこれを母体に，５６年８月には，本格的なジェッ

ト推進の空中給油機（ＫＣ－１３５）を完成させた 。

　ジェット燃料の運搬と人問や貨物の運搬の問には，大きな技術的相違がない。ボーイング社は ，

当初から大型のジェット給油機づくりの経験を民需用の旅客機の開発に役立てるつもりであ った 。

そして計画とおり１９５８年２月には，Ｄａｓｈ－８０を母体にして，最初の民需用のシェソト旅客機（ボ

ーイング７０７）の開発に成功した。この経験をいかして，その後ボーイング社は，大型のジェット
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
旅客機（いわゆるエアバス）の分野に強力な地歩を築いていく 。

　軍民間の分離の壁の成長

　ただしその後，軍用機の技術が，民需の世界では使いこなせないような方向に「過剰発展」す

るにしたがい，軍事技術の民需分野への応用は困難となっ ていっ た。

　たとえば次世代の旅客機と宣伝された超音速旅客機（ＳＳＴ）のばあいをとりあげてみよう 。超

音速の軍用機技術を，民間機に転換 ・応用するＳＳＴ開発計画を国家プロジェクトとして推進す

ることを，ニクソン政権は，１９６９年に決定した。機体の開発についてはボーイング社，エンジン

にかんしてはＧＥ社が，受託企業となっ た。

　はたしてその後，音速の壁を破るときに発生する衝撃波や大気汚染といっ た環境問題が表面化

してきた。超音速機のほうがエネルギー効率が悪く ，運輸コストが割高になることも明らかにな

ってきた。これらは，民需の分野ではクリアすることが困難な問題である。そのためＳＳＴ計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５５）



　１３２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

は， 結局１９７１年３月にキャンセルされた。したがってその後は，イギリス ・フランスが進めるコ

ンコルド計画だけが生き残ることになる。ただし，この計画も採算的には大失敗に終わり ，７９年

６月の第１６号機で生産は打ち切られた。このように超音速軍用機の民需分野への転換は，３０年た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
った現在も ，障害にぶつかったままである 。

　軍用機分野で追求されている「奇妙な技術」　　たとえはレーター波の吸収によっ て敵の捕捉
　　　　　　　　　　　２４）
を困難にするステルス技術，鳥をエンジンに巻き込み，墜落する恐れのある超低空飛行技術，パ

イロソトの失神を招きかねない猛烈加速の技術なとは，航空機の安全航行に逆行する技術であり ，

民問機に応用されることは考えられない。また核戦争のもとでも正常に作動するような航空機

　　超高温下でも ，あるいは激烈な放射線パルスや衝撃に見舞われても飛行できるような「核戦

争仕様」の航空機の開発も ，民間機の世界では必要とはされない。　般市民は，核戦争を想定し

た生活をしていないからである 。

　軍需企業の孤立化

　こうして，当初は軍需 ・民需の問の垣根がほとんとない状態で生まれてきた航空機産業にあ っ

ても，軍需部門と民需部門の問に「分離の壁」が形成されてきた。なぜなら，軍需部門では，核

戦争を闘い，勝利するという目的が基本であり ，兵器には，そのための性能が求められる。また

兵器技術の敵国への流出を恐れて，情報はきぴしく秘匿される。それにたいして民需部門のはあ

いは，　般民衆の二一スにこたえて製品を開発し，世界市場にｒ自由」に売りこんでいくことが，

目的となる 。

　また兵器のはあい，買い手はペンタコンだけであるため，セールスのしかたも民需部門とは ，

異なる。ペンタコンのはあい，核戦争に打ち勝つことが最高の使命であり ，兵器の製造コストよ

りも性能と納期の方を重視するのは，ごく自然の現象となる。「安物買いに走って，国が滅んだ

らどうするか」というわけである 。

　したがって，軍需企業は，民需中心の市民的世界から分離し，両者の間の交流が乏しくなっ て

いっ た。 軍民の間の技術やノウハウ，人材などの移動 ・交流がしだいに困難にな っていっ た。 こ

れに伴い，民需分野が発展をとげた分野では，軍需部門がｒゲ ットー地帯」のように孤立してい
　　　　　２５）
くことになる 。

　大型輸送機の製造分野をみると ，軍用機のほうがはるかにコスト高になる傾向が生まれた。た

とえばボーイング７４７という民需用輸送機のばあい，１機あたり２，３００万ドルで販売することがで

きた。これにたいしてロッ キード社が社運をかけて開発したＣ５Ａギャラクシーという軍用輸

送機のばあい，ボーイングよりも品質が劣り ，翼に欠陥あるとされるのにかかわらず，１機あた
　　　　　　　　　　　　　　２６）
りの価格は６ ，ＯＯＯ万ドルとなっ た。

　こうして軍需企業の体質に深く染まっ たロソ キート社は，民需市場で競争力ある航空機を作り

だす能力を失っていっ た。 これにたいして，ホーインク社は，両用可能な分野に重点的に投資す

るというｒ賢明な政策」をとっ た結呆，８０年代に軍需依存度を４１％から１９％に下げていくことが
　　２７）

できた 。

（７５６）
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３． 宇宙産業への展開

　１９５７年秋にソ連は初の人工衛星打ち上げに成功した。これまで航空機の飛行する上限は，地上

から３０キロメートル程度であり ，国家の主権の及ぶ領空という概念は，航空機の侵犯を許さない

という必要から組み立てられたものであ った。ところがスプートニクは，領空概念の及ぶはるか

上空を飛行したため，領空侵犯の科で撃墜する術もなか った。もしソ連が，宇宙（大気圏外）を

支配すれば，いつソ連の核によっ て上空から攻撃されるかもしれぬという底知れぬ恐怖感が，ア

メリカの支配層をとらえた。ロケ ットと人工衛星の革命によっ て， 大気圏外（宇宙）が，軍事戦

略上の重要な要地としてクローズア ップされてきたのである。新たな「マンハッ タン計画」をお
　　　　　　　　　　　２８）
こして，「宇宙の管制高地」をソ連からとり戻さなくてはならぬという声が，全米からわきおこ

った。Ｊ．Ｆ．ケネディは，このような危機感をバッ クにし，共和党政権の失態と無策を攻撃する
　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
ことで，１９６０年秋に大統領に当選した 。

　こうして宇宙（大気圏外）における覇権を求めて，ロケ ットないしミサイル（自動推進装置を備

えた無人の高速飛翔兵器のこと）の開発や宇宙衛星 ・宇宙船の開発に巨額の国家資金が投入される

時代が始まっ た。１９５７年５月 ，アメリカは最初の中距離弾道ミサイル ・ジ ュピターの発射に成功

し， ５９年には最初の大陸間弾道ミサイルのアトラスが配備された 。

　また５８年１０月には，非軍事的な宇宙開発を目的として国家航空宇宙局（ＮＡＳＡ）が創設され ，

６１年からは月面への有人飛行という目的をかかげたアポロ 計画（１９６１～７２年）が始まっ た。 アポ

ロ計画には，計画の最盛時には約４０万人が携わり ，投資された予算は，世界最強のサターン ・口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
ケットの開発費用も含めて２５０億ドル，１９９４年価格に換算すると１ ，３６０億ドルに達したという 。

　米国のはあい，宇宙産業の創出は，陸軍や中西部の在来型産業（とくに自動車産業）の挑戦を退

けるかたちで，空軍と国家宇宙局（ＮＡＳＡ）の主導下で，カリフォルニアの航空機産業をべ 一ス
　　　　　　　　　　　　３１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
に行われたのが特徴であるが，その過程では国家資金の大量投入が，決定的な役割をはたした 。

　次の表 一５は，大手の航空機体メーカーの軍需売上高のなかでミサイル売上高の占める割合が ，

１９５７年から６１年の問に大きく上昇したことを示している。航空機産業の中軸が，航空宇宙産業に

大きく姿を変えてい ったのは，１９５０年代末から６０年代初めのころであ った 。

表一５軍需売上高に占めるミサイル部門の比率％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大手機体メーカー）

メーカー １９５７年 １９５８年 １９６１年

ボーイング
７． ５ ３６ ．８

コンベア
２１ ．２ ４６ ．１

ダグラス
２． ５ ３９ ．３

ロッ キード
２． ２ ６９ ．４

マーチン
１２ ．１ ８７ ．５

マグダネル
６． Ｏ １８ ．９

ノース ・アメリカン
２． ５ ４０ ．３

（出所）Ｃ．Ｒ．シモンソン編（前谷清 ・振津純雄訳）『アメリカ航空機産業発展史』

　　盛書房，１９７８年，２７３－２７４ぺ一ジ 。

（７５７）
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４． 数値制御技術と工作機械産業

　金属を切断 ・研磨 ・加工する工作機械は「機械をつくる機械」「母なる機械」と呼ばれる。製

造業労働者の２５％が工作機械を用いて仕事をしていると言われるように，製造業の職場のすみず

みで用いられている機械である。いかに安いコストで優秀な工作機械を作り出せるかが，その国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
の製造業の労働生産性の水準を奥深いところで決めることになる 。

　そのため空軍は，巨額の資金を投じて工作機械産業の技術革新を支えようとした。高速で飛ぶ

航空機やミサイル，ヘリコ プタの翼などを高い精度で製作するためには，従来のレベルを超えた

精巧な工作機械が必要であ った。まず空軍との契約で，ＭＩＴ（マサチ ューセ ッツエ科大学）のサー

ボメカニズム研究所が，１９５２年に最初の数値制御（ＮＣ）の３軸切断工作機械を開発した 。１９４９

～５９年に空軍は，４軸から５軸の切断運動をコントロールできるいっ そう精巧で高度な数値制御
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
（ＮＣ）工作機械とそのためのプロクラム…語の開発のために６ ，２００万トルを投じた 。

　がんらい航空機産業は，熟練工中心の組合運動の拠点であ った。この分野における労働者の反

抗を抑圧し，軍隊的生産規律を確立していくためにも，新型工作機械の大量導入は好都合であ っ

た。 ノース ・アメリカン社を合併した大手航空宇宙メーカーのロッ クウェ ル社長は，この問の事

情を６８年に次のように語っている。「１９５０年代には工場を規律正しく管理することは，困難なこ

とでした。……［しかし今では１オフィスによっ て部品づくりはプログラム管理されており ，必要

なデータはテープにパンチされています。…… 生産ラインは自動的にモニターされているのです 。

　・数値制御技術のおかげで，経営側が作業現場の指揮権を回復できたのです。」原爆が外敵

（ロシア）に対する抑止力であったとすれば，産業オートメーシ ョンは，労働運動にたいする抑止
　　　　　　　　　　　　　　３５）
力の役割をはたしたと言ってよい 。

　工作機械は，それ自体としては軍需 ・民需双方の二一スにこたえる両用性をもっ ている。しか

し軍事目的にあわせて開発されたＮＣ工作機械は，あまりに大型 ・複雑で汎用性に欠け，また
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
価格が割高であ ったので，一般の民需企業には手の出るような代物ではなかった。ある研究者は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
この事態を「職場への通勤にＭ１戦車を使うようなもの」と形容している 。

　したがって，新型ＮＣ工作機械の９０％以上は，７１年の時点になっ ても航空機産業（部品も含む）

内で使われるにとどまっ ていた。新型工作機械は，「人減らし合理化」を警戒する労働組合側の

抵抗もあ って，航空宇宙産業の範囲を超えては広がらず，中西部の広大な在来型製造業の現場に
　　　　　　　３８）
は普及しなかった 。

　アメリカの工作機械産業は，空軍の要請にこたえた特殊な「軍事仕様」の生産に傾斜していっ

た。 アメリカの工作機械の軍需依存率は，２０～３０％程度であ ったが，ベトナム戦争がエスカレー

トした６６年頃には４０～５０％に上昇した。そのため民需目的にあ ったシンプルな汎用工作機械を安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
価に作り出す能力は衰え，工作機械の製造コストは相対的に上昇していっ た。

　これにたいして，日本では，安価でシンプルな仕様の汎用工作機械を大量生産することができ

ただけでなく ，導入にたいする労働組合の抵抗も弱か った。日本が，民需用のＮＣ工作機械開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
発の先陣を切ることになっ たのは，そのためである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５８）
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